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論文内容の要旨 
      
   日本における生物多様性保全のための市民科学の評価と改善に関する研究 
 
 
第1章 序論 
市民科学は研究を職業としている専門家とその他の市民が協働で科学研究に携わる研究手法で
あり、生物多様性や生態系管理などにとって極めて価値のある長期的かつ広域的なデータを収集
できる。市民科学は生物多様性保全のために世界的に意義がある研究分野として注目されてい
る。日本の市民科学には多様な課題が存在しており、これらの課題を解決することが求められて
いる。そのため、本研究は日本の市民科学プロジェクトの課題を解決するための改善点を明らか
にすることを目的とし、①日本の市民科学プロジェクトの問題点の整理、②参加者の参加意欲と
意識の関係性の明示、③市民科学の生態系管理や生物多様性の保全への活用方法の提案に関して
調査・研究を行った。 
 
第2章 日本の市民科学の評価 
市民科学の歴史は古く、日本において科学研究に活用された市民が収集したデータは西暦801年
まで遡ることができる。市民科学に注目し数多くの研究が行われているアメリカでは1900年代か
ら、日本では1950年代から市民科学プロジェクトが実施されている。そして、日本でも数多くの
市民科学プロジェクトが実施されているが、プロジェクトそのものを評価した研究は少ない。そ
のため、日本とアメリカの市民科学プロジェクトを比較し、日本の市民科学プロジェクトの特性
や問題点を明らかにした。また、市民科学プロジェクトを評価する要素の一つであるデータの質
を検証するために、「お庭の生きもの調査」のデータを解析した。その結果、日本の市民科学プ
ロジェクトでは、アメリカと比べ、年間の参加人数や投稿論文数、データへのアクセスの利便性
という点が課題として挙げられた。市民科学プロジェクトのデータ解析では、市民が収集したデ
ータから生物の出現と環境要因との妥当な関係性を見出すことができ、市民によって収集された
データは科学的に価値があることを明らかにした。 
 
第3章 市民科学プロジェクトの参加者の継続性の課題に関する研究 
市民科学の課題の一つである参加者の継続性の解決に資するためには、参加者の意識や参加意欲
を明らかにする必要がある。参加者の意識に関する研究事例は数多く存在しているが、参加者の
意識とその意識が参加意欲に及ぼしている影響を明らかにした研究は少ないため、本研究では日
本の二つの市民科学プロジェクトの参加者を対象にアンケート調査を実施した。その結果、参加
者は自然への意識や環境保全活動への意義などプロジェクトの目的としている環境保全に関す
る意識が高かった。一方で、自己の成長の認識や達成感などの自己成長に関する意識が低いこと
を明らかにした。そして、プロジェクトの満足感や自己成長、プロジェクトの楽しさに関する意
識が向上することによって、参加者の参加意欲は向上することを明らかにした。 
 
第4章 地域政策との連携による市民科学プロジェクトの実践 
地域の生物多様性保全のために市民科学プロジェクトの生態系管理への活用の可能性を明らか
にするために、東京都市大学周辺の地域住民と連携し三つの市民科学を活用した生態系管理プロ
グラムを実施した。地域住民との協働による地域の生物調査や個人住宅での生物調査の結果、大
学生と地域住民は生態系管理に活用できるデータを自ら収集することができた。また、大学生に
よるアゲハチョウ類の保全のための管理といった、市民科学を活用した生態系管理を実施した結
果、アゲハチョウの保全に成功し生態系管理における市民科学の有効性が確認された。市民と専
門家の両方の役割を担う大学生がボランティアリーダーなどの市民と専門家の橋渡し役となり、
生態系管理を実施した事例は極めて価値があると言える。一方で、収集されたデータを生態系管
理へどのように反映すべきかなどの活用方法には課題が残った。 
 
第5章 結論 
日本の市民科学を改善し発展させるために、本研究の結果に基づいて日本の市民科学プロジェク
トの問題点や改善点を整理した結果、日本の市民科学の課題は「参加者の継続性」や「データベ
ースへのアクセスの利便性」、「データの活用方法」であった。「参加者の継続性」に関しては、
参加意欲を向上させるために満足感や自己成長、プロジェクトの楽しさを実感させることが重要
であり、それらの意識を向上させるための教育プロセスや仕組みが必要であると考えられた。「デ
ータベースへのアクセスの利便性」や「データの活用方法」に関しては、市民に対して収集した
データや情報への利便性を高めるとともに、生態系管理や科学論文などへの活用を促すことが望
ましい。生物調査の初心者でも初心者にそったプログラムをつくることで市民は科学論文に耐え
うるデータを収集できることを明らかとしたことから、日本の市民科学プロジェクトは単にデー
タを収集するだけでなく、収集したデータを科学論文に耐えられるまでのレベルに引き上げる解
析や教育、または、生物多様性の保全のための管理方法への活用方法を検討するべきである。 
論文審査の結果の要旨 
 
日本における生物多様性の危機の要因には、1)開発など人間活動による危機、2)自然に対す
る働きかけの縮小による危機、3)人間により持ち込まれたものによる危機、4)地球環境の変
化による危機があると言われている（環境省 2012）。これらの要因は生物の生息に大きな
影響を及ぼしていると考えられるが、その影響を明らかにするための長期的かつ広域的な
情報を必要とする生物の移動や分布に関する生態学や生物多様性保全に関する研究では、
市民参加や市民との共同調査がきわめて有効であると考えられる。日本でも、古くは 9 世
紀に始まって今日まで 1200 年にわたるサクラの開花などの記録があり、これは市民科学に
よる記録と見ることができるが、生態学者や政策などの意思決定者は市民参加による科学
研究の意義や潜在能力をあまり認識してこなかった。以上から、日本における市民科学の
評価と改善に取り組むことは生物多様性の保全のために極めて意義あることと考えられる。
本論は、以下の 5 章から構成されている。 
 
第 1 章 序論 
市民科学は研究を職業としている専門家とその他の市民が協働で科学研究に携わる研究手
法であり、生物多様性や生態系管理などにとって極めて価値のある長期的かつ広域的なデ
ータを収集できる。市民科学は生物多様性保全のために世界的に意義がある研究分野とし
て注目されている。日本の市民科学には多様な課題が存在しており、これらの課題を解決
することが求められている。そのため、本研究は日本の市民科学プロジェクトの課題を解
決するための改善点を明らかにすることを目的とし、①日本の市民科学プロジェクトの問
題点の整理、②参加者の参加意欲と意識の関係性の明示、③市民科学の生態系管理や生物
多様性の保全への活用方法の提案に関して調査・研究を行った。 
 
第 2 章 日本の市民科学の評価 
市民科学の歴史は古く、日本において科学研究に活用された市民が収集したデータは西暦
801 年まで遡ることができる。市民科学に注目し数多くの研究が行われているアメリカでは
1900 年代から、日本では 1950 年代から市民科学プロジェクトが実施されている。そして、
日本でも数多くの市民科学プロジェクトが実施されているが、プロジェクトそのものを評
価した研究は少ない。そのため、日本とアメリカの市民科学プロジェクトを比較し、日本
の市民科学プロジェクトの特性や問題点を明らかにした。また、市民科学プロジェクトを
評価する要素の一つであるデータの質を検証するために、「お庭の生きもの調査」のデータ
を解析した。その結果、日本の市民科学プロジェクトでは、アメリカと比べ、年間の参加
人数や投稿論文数、データへのアクセスの利便性という点が課題として挙げられた。市民
科学プロジェクトのデータ解析では、市民が収集したデータから生物の出現と環境要因と
の妥当な関係性を見出すことができ、市民によって収集されたデータは科学的に価値があ
ることを明らかにした。 
 
第 3 章 市民科学プロジェクトの参加者の継続性の課題に関する研究 
市民科学の課題の一つである参加者の継続性の解決に資するためには、参加者の意識や参
加意欲を明らかにする必要がある。参加者の意識に関する研究事例は数多く存在している
が、参加者の意識とその意識が参加意欲に及ぼしている影響を明らかにした研究は少ない
ため、本研究では日本の二つの市民科学プロジェクトの参加者を対象にアンケート調査を
実施した。その結果、参加者は自然への意識や環境保全活動への意義などプロジェクトの
目的としている環境保全に関する意識が高かった。一方で、自己の成長の認識や達成感な
どの自己成長に関する意識が低いことを明らかにした。そして、プロジェクトの満足感や
自己成長、プロジェクトの楽しさに関する意識が向上することによって、参加者の参加意
欲は向上することを明らかにした。 
 
第 4 章 地域政策との連携による市民科学プロジェクトの実践 
地域の生物多様性保全のための市民科学プロジェクトの生態系管理への活用の可能性を明
らかにするために、東京都市大学周辺の地域住民と連携し三つの市民科学を活用した生態
系モニタリングプログラムを実施した。地域住民との協働による地域の生物調査や個人住
宅での生物調査の結果、大学生と地域住民は生態系管理に活用できるデータを自ら収集す
ることができた。また、大学生によるアゲハチョウ類の保全のための管理といった、市民
科学を活用した生態系モニタリングを実施した結果、アゲハチョウの保全に成功し生態系
管理における市民科学の有効性が確認された。市民と専門家の両方の役割を担う大学生が
ボランティアリーダーなどの市民と専門家の橋渡し役となり、生態系管理を実施した事例
は極めて価値があると言える。一方で、収集されたデータを生態系管理へどのように反映
すべきかなどの活用方法には課題が残った。 
 
第 5 章 結論 
日本の市民科学を改善し発展させるために、本研究の結果に基づいて日本の市民科学プロ
ジェクトの問題点や改善点を整理した結果、日本の市民科学の課題は「参加者の継続性」
や「データベースへのアクセスの利便性」、「データの活用方法」であることを明らかにで
きた。日本で行われている市民科学自体を評価した研究は少なく、本研究の結果は日本の
市民科学の発展に大きく寄与するものである。本研究で明らかになった三つの課題のうち
「参加者の継続性」に関しては、参加意欲を向上させるために満足感や自己成長、プロジ
ェクトの楽しさを実感させることが重要であり、それらの意識を向上させるための教育プ
ロセスや仕組みが必要であると考えられた。「データベースへのアクセスの利便性」や「デ
ータの活用方法」に関しては、市民に対して収集したデータや情報への利便性を高めると
ともに、生態系管理や科学論文などへの活用を促すことが望ましいと考えられた。生物調
査の初心者でも初心者に適したプログラムをつくることで市民は科学論文に耐えうるデー
タを収集できることを明らかにできたことから、日本の市民科学プロジェクトは単にデー
タを収集するだけでなく、収集したデータを科学論文に耐えられるまでのレベルに引き上
げる解析や教育、または、生物多様性の保全のための管理方法への活用方法を検討するべ
きであるとの結論に達した。 
  
 本研究の結果から、日本の市民科学においては教育的アプローチの重要性や参加者の継
続性の課題が明らかとなった。 
今後の日本の市民科学の発展のためには、以下のことが重要である。 
① 参加者が生態系の調査や管理の意義と方法を理解し、独自に調査を行うための調査手順
やデータの精度を確保するための種の同定、データベースへのアクセス方法やデータの活
用方法などに関する教育プログラムの作成と実践を行うことで、参加者への市民科学教育
を行うこと。 
② 参加者の継続性を確保するための参加者の教育を継続して行うこと。 
③ マップやグラフなどによって参加者の成長度を公表することや、プロジェクトスタッフ
や専門家、その他の参加者とのコミュニケーションの醸成をはかること。 
④ 参加者の楽しさを向上させ、精度の高いデータを収集できる参加者を確保することによ
って、高精度の長期的、かつ広域のデータ収集を可能にすること。 
 
以上をまとめると、 
本研究論文は、日本における生物多様性保全分野における市民科学を評価し改善点を示す
ことで、長期的かつ広域的な情報を必要とする生物の移動や分布や地域の生態系管理に関
する研究等において、市民参加や市民との共同調査がきわめて有効であること、市民参加
による科学研究の意義や潜在能力を認識する必要があることなどを明らかにしたものであ
る。このような、従来行われてこなかった市民科学プロジェクト自体を評価する研究はき
わめて貴重であり、日本における市民科学の発展に大きく寄与するものと評価できること
から、博士（環境情報学）の学位論文に値するものと判断する。 
 
 
